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吉田町監査委員告示第１号 

 

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第１９９条第９項の規定により、監査

の結果に関する報告を次のとおり公表する。 

 

平成２８年１月１２日 

 

                     吉田町監査委員 伊藤 利勝   

 

                     吉田町監査委員 遠藤 孝子   

 

 

定 期 監 査 

１ 監査の概要 

⑴ 監査の実施期間 

 平成２７年１１月 1２日から平成２７年１２月２４日まで 

⑵ 監査の対象等 

監査対象 所管部署 

 住吉小学校 

 自彊小学校 

 吉田中学校 

 中央小学校 

教育委員会事務局 

同 上 

同 上 

同 上 
 

 吉田中学校 

 

 

⑶ 監査の事項及び範囲 

平成２７年４月１日から平成２７年９月３０日までに執行された事務

事業及び前回監査時の指摘事項等の措置状況 

⑷ 実施した監査手続き 

監査にあたっては、法令に基づき、財務に関する事務の執行が、適正か

つ効率的に、また、経営に係る事業の管理が、合理的かつ効果的に行われ

ているかどうかに主眼をおき、あらかじめ指定した監査資料、掲示のあっ

た関係書類及び関係帳簿を審査するとともに校長及び関係職員から説明を

聴取するほか、質問その他必要と認めた監査を実施した。 

２ 監査等の結果等 
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各校についての監査の結果等は、後述のとおりである。 

なお、軽微な事項については、それぞれ口頭で注意、指導を行った。 

 (注) ① 文中のうち、千円単位で表示されているものは、単位未満は四捨 

五入とした。 

② 比率(％)は、原則として小数点以下第 2 位を四捨五入し、第 1 位

までとした。 

 

⑴ 住吉小学校 

① 平成 27 年度 学校経営等について 

ア 学校経営 

（ア）目指す学校像 

（イ）学校経営目標  

（ウ）学校経営の重点  

（エ）学校教育目標   

（オ）重点目標     

（カ）グランドデザイン 

「学校経営構想：その年度の学校における教育が目指す姿を端的

に示したもの」で別紙のとおりである。 

イ 学びづくり部 

ウ 心づくり部 

エ 活動づくり部 

② 学校安全指導 

ア 安全指導 

イ 安全管理 

ウ 非常災害計画 

③ 地域との連携 

④ 学校保健統計 

⑤ 職員数は 45 人(うち、育休 1 人、産休 1 人)である。 

⑥ 学級数・児童数は次のとおりである。 

学年 学級数 児童数 

    男 女 合計 

1 3 47 37 84 

2 3 47 35 82 

3 3 55 45 100 
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4 3 37 47 84 

5 3 44 47 91 

6 3 57 46 103 

支援 3 10 5 15 

合計 21 297 262 559 

⑦ 予算執行状況（歳出）については、次のとおりである。(ただし、施設

整備は除く) 

ア 住吉小学校維持管理費 

執行額は 9,258 千円で執行率は 45.2％である。主なものは臨時職員

賃金 591 千円、特定消耗品費 742 千円、教育材料費 263 千円、修繕料

1,850 千円、電気使用料 1,809 千円、水道使用料 375 千円、パソコン

等保守点検・手数料 571 千円、その他役務費 548 千円、警備保障業務

委託料等 393 千円、複写機借上料他 526 千円、備品購入費 1,326 千円

である。 

イ 住吉小学校特別支援学級費(ただし、就学奨励費は除く) 

執行額は 6 千円で執行率は 8.0％である。 

⑧ 使用料等(歳入)について 

  該当なし 

⑨ 私費会計については「会計事務の手引:榛原地区公立小中学校事務職員

研究会編」を参考に事務処理されている。 

 

監査の結果、財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理につい

て、おおむね適正に行われている。 

 

⑵ 自彊小学校  

① 平成 27 年度 学校経営等について 

 ア 学校経営 

（ア）学校教育目標 

（イ）学校経営目標  

 （ウ）重点目標  

（エ）学びつくり構想図 

（オ）グランドデザイン 

「学校経営構想：その年度の学校における教育が目指す姿を端的

に示したもの」で別紙のとおりである。 
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② 防災安全管理状況 

イ 防災訓練計画 

③ 地域との協力状況 

④ 学校保健統計 

⑤ 職員数は 37 人（うち、育休 1 人、休職 1 人）である。 

⑥ 学級数・児童数は次のとおりである。 

学年 学級数 児童数 

    男 女 合計 

1 2 23 43 66 

2 3 48 32 80 

3 2 36 34 70 

4 2 34 27 61 

5 2 36 21 57 

6 2 24 32 56 

支援 2 5 1 6 

合計 15 206 190 396 

⑦ 予算執行状況（歳出）については、次のとおりである。 

ア 自彊小学校維持管理費(ただし、施設整備は除く) 

執行額は 8,174 千円で執行率は 41.5％である。主なものは臨時職員

賃金 624 千円、特定消耗品費 863 千円、教育材料費 338 千円、修繕料

1,344 千円、電気使用料 1,233 千円、水道使用料 476 千円、その他需用

費 269 千円、パソコン等保守点検・手数料 571 千円、警備保障業務委

託料等 345 千円、複写機借上料他 414 千円、その他役務費 576 千円、

備品購入費 968 千円である。 

イ 自彊小学校特別支援学級費(ただし、就学奨励費は除く) 

執行額は 21 千円で執行率は 19.8％である。 

⑧ 通級指導教室（発達障害）について 

通常の学級に在籍する、比較的軽度の障害がある児童に対して、障害

の状況に応じて特別な指導を行うための教室である。教科の学習は通常

の学級で行う。通級指導教室担当教員は 1 人である。 

⑨ 使用料等(歳入)について 

ア 水道使用料は 212 円で収入率は 100％である。 

⑩ 私費会計については「会計事務の手引:榛原地区公立小中学校事務職員
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研究会編」を参考に事務処理されている。 

 

監査の結果、財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理につい

て、おおむね適正に行われている。 

 

⑶ 吉田中学校  

① 平成 27 年度 学校経営等について 

ア グランドデザイン 

「学校経営構想：その年度の学校における教育が目指す姿を端的に

示したもの」で別紙のとおりである。 

イ 学校教育目標と重点目標 

（ア）教育課題 

（イ）学校経営方針 

 （ウ）学校経営目標 

（エ）学校経営の重点 

（オ）学校教育目標 

（カ）重点目標 

ウ 学校運営構想図 

エ 吉中未来プロジェクト 実行計画 

オ 年間主要行事予定 

② 学校安全指導について 

ア 学校安全指導 

イ 交通安全指導 

ウ 防災対策 

③ 地域との協力 

ア 地域との協力状況 

イ 吉田中学校健全育成会 

④ 学校保健統計 

⑤ 職員数は 88 人(うち、休職 1 人、育休 3 人、産休 3 人)である。 

⑥ 学級数・生徒数は次のとおりである。 

学年 学級数 生徒数 
 

    男 女 合計 
 

1 9 152 138 290 
 

2 9 136 157 293 
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3 9 143 137 280 
 

支援 3  9 4 13 
 

合計 30 440 436 876 
 

⑦ 予算執行状況（歳出）については、次のとおりである。 

  ア 吉田中学校維持管理費(ただし、施設整備は除く) 

執行額は 16,847 千円で執行率は 48.3％である。主なものは臨時職員

賃金 1,335 千円、特定消耗品費 1,779 千円、教育材料費 884 千円、修

繕料 1,873 千円、電気使用料 4,072 千円、水道使用料 390 千円、医薬

材料費 606 千円、冷暖房装置保守点検手数料 648 千円、パソコン等保

守点検・手数料 662 千円、警備保障業務委託料等 524 千円、自動車借

上料 634 千円、複写機借上料 515 千円、備品購入費 1,440 千円である。 

イ 吉田中学校特別支援学級費(ただし、就学奨励費は除く) 

執行額は 54 千円で執行率は 28.4％である。 

⑧ 使用料等(歳入)について 

該当なし 

⑨ 私費会計については「会計事務の手引:榛原地区公立小中学校事務職員

研究会編」を参考に事務処理されている。 

 

監査の結果、財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理につい

て、おおむね適正に行われている。 

 

⑷ 中央小学校  

① 平成 27 年度 学校経営等について 

ア 基本理念と基本方針 

（ア）経営理念 

（イ）経営基本方針 

(エ）学校教育目標 

（オ）育成課題 

(カ）重点目標  

 イ グランドデザイン 

「学校経営構想：その年度の学校における教育が目指す姿を端的に示

したもの」で別紙のとおりである。 

② 安全教育 

ア 全体計画 

イ 平成 27 年度学校安全計画 
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ウ 校内安全点検について 

③ 地域社会との連携 

④ 学校保健統計 

⑤ 職員数は 57 人(うち、育休 2 人、産休 1 人)である。 

⑥ 学級数・児童数は次のとおりである。 

学年 学級数 児童数 
 

    男 女 合計 
 

1 4 66 45 111 
 

2 4 59 65 124 
 

3 5 87 68 155 
 

4 4 56 55 111 
 

5 4 72 62 134 
 

6 4 68 63 131 
 

支援 2 6 2 8 
 

合計 27 414 360 774 
 

⑦ 予算執行状況（歳出）については、次のとおりである。 

ア 中央小学校維持管理費(ただし、施設整備は除く) 

     執行額は 11,783 千円で執行率は 47.1％である。主なものは臨時職

員賃金 965 千円、特定消耗品費 1,300 千円、教育材料費 485 千円、修

繕料 2,461 千円、電気使用料 1,964 千円、水道使用料 410 千円、通信

運搬費 205 千円、パソコン等保守点検・手数料 571 千円、警備保障業

務委託料等 374 千円、複写機借上料等 578 千円、備品購入費 1,594 千

円である。 

イ 中央小学校特別支援学級費(ただし、就学奨励費は除く) 

執行額は 43 千円で執行率は 45.7％である。 

⑧ 使用料等(歳入)について 

ア 水道使用料は 340 円で収入率は 100％である。 

イ 電気使用料は 23,865 円で収入率 100％である。 

⑨ 私費会計については「会計事務の手引:榛原地区公立小中学校事務職員

研究会編」を参考に事務処理されている。 

 

監査の結果、財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理につい

て、おおむね適正に行われている。 

 



- 8 - 

 

⑸ 前回監査時の指摘事項等の措置状況 

① 措置状況 

地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第１９９条第１２項の規定によ

り、吉田町教育委員長から監査の結果に基づいて措置を講じた旨の通知

があり、吉田町監査委員告示第５号(平成２７年５月２５日)により公表

済みである。 

② 措置の内容 

ア 備品管理については学校備品管理規程を廃止し、｢吉田町立小・中学

校備品取扱いの手引」を教育委員会の内規として制定し、平成 27 年 4

月 1 日より運用している。 

イ 理科薬品及び保健室薬品の管理については「吉田町立小・中学校薬

品管理取扱いの手引(理科薬品用)及び(保健室薬品用)」を教育委員会

の内規として制定し、平成 27 年 4 月 1 日より運用している。 

 

⑹ 監査意見（総括） 

私費会計について 

現在、町立学校の私費会計に関する規程が未制定であり、各校において

は「会計事務の手引：榛原地区公立小中学校事務職員研究会編」を参考に

事務処理を行っているが、学校間で一部の事務処理が異なっている事例も

生じている。したがって、所管部署である教育委員会事務局においては、

町立学校における私費会計の取扱いに係る管理監督者の職務と事務手続

の規程策定を含めて検討し、全校において統一化された私費会計の適正か

つ効率的な運営が行われるよう、全校に対する指導、監督に努められたい。 
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定 期 監 査 

１ 監査の概要 

⑴ 監査の実施期間 

 平成２７年１１月１９日から平成２７年１２月１８日まで 

 ⑵ 監査の対象 

町 民 課 

会 計 課 

高齢者支援課 

議会事務局 

⑶ 監査の事項及び範囲 

平成２７年４月１日から平成２７年９月３０日までに執行された事務

事業 

⑷ 実施した監査手続き 

監査にあたっては、法令に基づき、財務に関する事務の執行が、適正か

つ効率的に、また、経営に係る事業の管理が、合理的かつ効果的に行われ

ているかどうかに主眼をおき、あらかじめ指定した監査資料、掲示のあっ

た関係書類及び関係帳簿を審査するとともに所管課長及び関係職員から説

明を聴取するほか、質問その他必要と認めた監査をした。 

２ 監査等の結果等 

各課についての監査の結果等は、後述のとおりである。 

なお、軽微な事項については、それぞれ口頭で注意、指導を行った。 

 (注) ① 文中のうち、千円単位で表示されているものは、単位未満四捨

五入とした。 

② 比率(％)は、原則として小数点以下第２位を四捨五入し、第 1

位までとした。 

⑴ 町民課  

① 課内組織 

住民窓口部門、国保部門、環境保全部門（生活環境室）の３部門で構

成されている。 

② 職員人数等は次のとおりである。 

管理職(課長１人、課長補佐１人、室長１人)３人、一般職員１２人、

臨時職員１５人の合計３０人である。その他、行政サポーター２人がい

る。 
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③ 事務事業の執行状況については次のとおりである。(ただし、職員人件

費及び他課等所管分は除く) 

◎ 一般会計(歳出) 

ア 戸籍住民基本台帳費 

（ア）戸籍・住民基本台帳事務費  

執行額は 12,471 千円で、執行率は 23.6％である。主なものは臨

時職員賃金 3,102 千円、住民ネットワークシステム委託料 1,646 千

円、戸籍電算事務委託料 3,418 千円、総合証明自動交付機借上料

3,721 千円である。 

イ 国民年金事務費  

執行額は 144 千円で、執行率は 8.3％である。 

ウ 保健衛生総務費 

（ア）吉田町牧之原市広域施設組合負担金(火葬場費） 

執行額は 4,602 千円で、執行率は 35.4％である。 

エ 環境衛生費 

執行額は 208,310 千円で、執行率は 36.5％である。 

（ア）環境衛生推進事業費 

執行額は 1,454 千円で、執行率は 27.9％である。 

（イ）環境保全費 

執行額は 7,656 千円で、執行率は 34.1％である。主なものは臨時

職員賃金 5,542 千円、特定消耗品費 492千円、自動車借上料 577千円、

一般備品 565 千円である。 

（ウ）吉田町牧之原市広域施設組合負担金（し尿処理費） 

執行額は 43,235 千円で、執行率は 48.5％である。 

（エ）吉田町牧之原市広域施設組合負担金（ごみ処理費）  

執行額は 155,737 千円で、執行率は 34.4％である。 

オ 公害対策費 

執行額は 188 千円で、執行率は 2.9％である。 

カ 老人保健事業費 

執行額は 162,994 千円で、執行率は 64.3％である。 

（ア）老人保健事業事務費 

執行額は 3,240 千円で、執行率は 59.4％である。全額、交付金返

還金である。 

（イ）後期高齢者医療事業事務費 

執行額は 159,753 千円で、執行率は 64.5％である。主なものは療
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養給付費負担金 152,278 千円、後期高齢者医療広域連合負担金 5,466

千円である。 

◎ 一般会計(歳入・使用料他) 

ア 戸籍窓口手数料は 5,539,400 円で、収入率は 100.0％である。 

イ 清掃許可等手数料は 20,000 円で、収入率は 100.0％である。 

ウ 犬の登録手数料は 172,600 円で、収入率は 100.0％である。 

エ 狂犬病注射済票交付手数料は 650,650 円で、収入率は 100.0％である。 

◎ 国民健康保険事業特別会計(歳出) 

執行額は 1,360,491 千円で、執行率は 40.0％である。 

ア 総務費 

執行額は 4,199 千円で、執行率は 28.4％である。 

（ア）一般管理費 

執行額は 2,411 千円で、執行率は 24.3％である。主なものは臨時

職員賃金 500 千円、電算処理委託料 978 千円である。 

（イ）連合会負担金 

執行額は 723 千円で、執行率は 66.7％である。 

（ウ）賦課徴収費 

執行額は 935 千円で、執行率は 27.2％である。 

（エ）運営協議会費 

執行額は 130 千円で、執行率は 37.2％である。 

イ 保険給付費 

執行額は 868,758 千円で、執行率は 43.3％である。 

（ア）一般被保険者療養給付費 

執行額は 690,859 千円で、執行率は 43.1％である。 

（イ）退職被保険者等療養給付費 

執行額は 49,350 千円で、執行率は 30.5％である。 

（ウ）一般被保険者療養費 

執行額は 4,584 千円で、執行率は 31.5％である。 

（エ）退職被保険者等療養費 

執行額は 464 千円で、執行率は 33.9％である。 

（オ）審査支払手数料  

執行額は 1,914 千円で、執行率は 47.5％である。 

（カ）一般被保険者高額療養費  

執行額は 106,918 千円で、執行率は 57.8％である。 

（キ）退職被保険者等高額療養費  
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執行額は 9,326 千円で、執行率は 50.2％である。 

（ク）出産育児一時金         

執行額は 4,591 千円で、執行率は 27.3％である。 

（ケ）その他保険給付費  

執行額は 752 千円で、執行率は 27.8％である。主なものは、葬祭

諸費 650 千円である。 

ウ 後期高齢者支援金等  

執行額は 139,886 千円で、執行率は 34.8％である。 

エ 前期高齢者納付金等 

執行額は 102 千円で、執行率は 19.0％である。 

オ 老人保健拠出金 

執行額は 14 千円で、執行率は 97.8％である。 

カ 介護納付金  

執行額は 64,306 千円で、執行率は 39.6％である。 

キ 共同事業拠出金  

執行額は 276,087 千円で、執行率は 41.7％である。 

（ア）高額医療費拠出金  

執行額は 25,629 千円で、執行率は 41.7％である。 

（イ）保険財政共同安定化事業拠出金  

執行額は 250,458 千円で、執行率は 41.7％である。 

ク 保健事業費  

執行額は 4,772 千円で、執行率は 14.4％である。内訳は特定健康診

査等事業費 1,636 千円、保健事業活動費 3,135 千円である。 

ケ 諸支出金 

執行額は 2,369 千円で、執行率は 26.0％である。主なものは、一般

被保険者保険税還付金 2,288 千円である。 

◎ 国民健康保険事業特別会計(歳入・使用料他) 

ア 一般被保険者第三者行為納付金は 80,000 円で、収入率は 100.0％であ

る。 

イ 一般被保険者返納金は 205,624 円で、収入率は 61.8％である。 

ウ 退職被保険者返納金は 7,938 円で、収入率は 58.8％である。 

◎ 後期高齢者医療事業特別会計(歳出) 

執行額は 52,004 千円で、執行率は 24.1％である。 

ア 後期高齢者医療広域連合納付金 

執行額は 51,281 千円で、執行率は 23.9％である。 
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イ 諸支出金 

執行額は 723 千円で、執行率は 53.4％である。主なものは、保険料

還付金 717 千円である。 

◎ 後期高齢者医療事業特別会計(歳入・保険料、使用料他) 

ア 後期高齢者医療保険料は 79,956,867 円で、収入率は 44.2％である。 

イ 後期高齢者医療保険料督促手数料は 9,300 円で、収入率は 100.0％で

ある。 

ウ 後期高齢者医療保険料延滞金は 9,600 円で、収入率は 100.0％である。 

④ 時間外勤務については 1 人当たり 17.01 時間である。(庁内平均 14.07

時間) 

監査の結果、財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理につい

て、おおむね適正に行われている。 

⑵ 会計課  

① 職員人数等は次のとおりである。 

管理職(会計管理者兼課長)１人、一般職員２人の合計３人である。 

② 事務事業の執行状況については次のとおりである。(ただし、職員人件

費及び他課局所管分は除く) 

ア 会計管理費(歳出) 

（ア）出納管理事務費 

執行額は 480 千円で執行率は 25.9％である。主なものは印刷製本

費 340 千円、電算処理委託料 108 千円である。 

③ 時間外勤務については 1 人当たり 40.25 時間と庁内で一番多かった。

(庁内平均 14.07 時間) 

監査の結果、財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理につい

て、おおむね適正に行われている。 

⑶ 高齢者支援課  

① 課内組織 

   高齢者福祉部門、介護保険部門の２部門で構成されており、所管とし

て、健康福祉センター、老人福祉センターがある。 

② 職員人数等は次のとおりである。 

管理職(課長)１人、一般職員７人、臨時職員 1 人の合計９人である。

その他、行政サポーターとして 1 人(社会福祉課兼任)がいる。 

③ 事務事業の執行状況については次のとおりである。(ただし、職員人
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件費及び他課局所管分は除く) 

◎ 一般会計(歳出) 

ア 社会福祉総務費 

執行額は 570 千円で、執行率は 20.2％である。全額、福祉介護手当

支給事業費である。 

イ 老人福祉費 

執行額は 43,346 千円で、執行率は 18.5％である。 

（ア）老人福祉対策費 451 千円で執行率は 27.8％である。 

（イ）敬老事業費 2,742 千円で執行率は 75.7％である。 

（ウ）社会福祉施設管理事業費 30,119 千円で、執行率は 14.5％である。

主なものは、健康福祉センター指定管理委託料 10,959 千円、北区い

きいきセンター指定管理委託料 1,928 千円、健康福祉センター総合

設備委託料 5,832 千円、相寿園管理組合負担金 10,900 千円である。 

（エ）老人保護措置費 2,819 千円で、執行率は 39.6％である。 

（オ）高齢者社会参加推進事業 6,927 千円で、執行率は 57.1％である。

主なものは、町老人クラブ活動補助金 2,167 千円、シルバー人材セ

ンター育成事業補助金 4,550 千円である。 

（カ）高齢者見守り体制整備事業費 1 千円で、執行率は 0.1％である。 

(キ）ひとり暮らし高齢者等対策事業費 288 千円で、執行率は 26.6％

である。 

ウ 介護保険費 

執行額は 30,000 千円で、執行率は 11.0％である。全額、介護保険

事業会計繰出金である。 

◎ 一般会計(歳入・使用料他) 

ア 老人施設入所者負担金 7,200 円で、収入率は 66.7％である。 

イ 健康福祉センター使用料 3,000,000 円で、収入率は 100.0％である。 

ウ 健康福祉センター目的外使用料 45,747 円で、収入率は 100.0％であ

る。 

エ ひとり暮らし緊急通報システム使用料 27,618 円で、収入率は

100.0％である。 

オ 健康福祉センター公衆電話使用料 1,300 円で収入率は 100.0％であ

る。 

カ コピー印刷代 16,860 円で、収入率は 100.0％である。 

キ 配食サービス使用料 7,140 円で、収入率は 82.9％である。 

◎ 介護保険特別会計(歳出) 



- 19 - 

 

執行額は 701,691 千円で、執行率は 37.7％である。 

ア 総務費 

執行額は 19,729 千円で、執行率は 42.6％である。 

(ア）一般管理費 

執行額は 2,190 千円で、執行率は 19.8％である。主なものは、介

護保険制度運営事業費 1,267 千円、介護支援サービス推進事業費 102

千円、一般諸経費 821 千円である。 

(イ）賦課徴収費 

執行額は 602 千円で、執行率は 49.5％である。 

(ウ）介護認定審査会費 

執行額は 16,910 千円で、執行率は 50.0％である。全額、榛原病院

介護認定審査事務運営負担金である。 

(エ）趣旨普及費 

執行額は 27 千円で、執行率は 97.6％である。 

イ 保険給付費 

執行額は 655,401 千円で、執行率は 38.0％である。 

(ア）介護サービス等諸費 

執行額は 617,939 千円で、執行率は 37.6％である。主なものは居

宅介護サービス給付費 278,914 千円、地域密着型介護サービス給付費

33,456 千円、施設介護サービス給付費 242,941 千円、居宅介護福祉用

具購入費 1,030 千円、居宅介護サービス計画給付費 29,685 千円、居

宅支援サービス給付費 24,680 千円、居宅介護住宅改修費 1,916 千円、

居宅支援住宅改修費 825 千円、居宅支援サービス計画給付費 3,391 千

円である。 

(イ）高額介護サービス費 

執行額は 10,684 千円で、執行率は 48.7％である。主なものは高額

介護サービス給付費 9,830 千円、高額医療合算介護サービス給付費

810 千円である。 

(ウ）審査支払手数料 

執行額は 481 千円で、執行率は 35.7％である。 

(エ）特定入所者介護サービス等費 

執行額は 26,298 千円で、執行率は 45.4％である。 

ウ 地域支援事業費 

執行額は 23,150 千円で、執行率は 39.1％である。 

(ア）二次予防事業費 
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執行額は 1,986 千円で、執行率は 17.6％である。主なものは運動

器の機能向上事業 1,383 千円である。 

(イ）一次予防事業費 

執行額は 5,238 千円で、執行率は 38.7％である。主なものは運動

器の機能向上事業 3,103 千円、認知症予防事業 1,756 千円である。 

(ウ）包括的支援事業費  

執行額は 14,568 千円で、執行率は 48.6％である。主なものは包括

支援センター運営事業 14,460 千円である。 

(エ）任意事業費 

執行額は 1,357 千円で、執行率は 31.0％である。主なものは配食

サービス事業 453 千円、家族介護支援事業 349 千円、報償金 360 千

円である。 

エ 諸支出金 

執行額は 3,411 千円で、執行率は 17.2％である。 

(ア）被保険者保険料還付金 

執行額は 125 千円で、執行率は 92.9％である。 

（イ）償還金  

執行額は 3,286 千円で、執行率は 20.6％である。全額、県補助金

等返還金である。 

◎ 介護保険特別会計(歳入・保険料、使用料他) 

ア 介護保険料（特別徴収）199,243,800 円で、収入率は 50.4％である。  

イ 介護保険料（普通徴収）11,394,860 円で、収入率は 35.0％である。 

ウ 督促手数料 8,300 円で、収入率は 100.0％である。 

エ 介護給付費返還金 48,000 円で、収入率は 100.0％である。 

オ 介護予防事業二次予防事業費雑入 58,700 円で、収入率は 100.0％で

ある。 

カ 介護予防事業一次予防事業費雑入 266,750 円で、収入率は 80.7％で

ある。 

キ 配食サービス使用料 207,240 円で、収入率は 81.3％である。 

ク 延滞金 27,350 円で、収入率は 100.0％である。 

④ 時間外勤務については 1 人当たり 28.30 時間と庁内で 3 番目に多かっ

た。(庁内平均 14.07 時間) 

監査の結果、財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理につい

て、おおむね適正に行われている。 
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⑷ 議会事務局  

① 職員人数等は次のとおりである。 

管理職(局長)１人、一般職員２人の合計３人である。 

② 事務事業の執行状況（歳出）については次のとおりである。(ただし、

職員人件費及び他課等所管分は除く) 

ア 議会費 

執行額は 40,169 千円で執行率は 49.1％である。 

（ア）議会運営費 

執行額は 38,288 千円で執行率は 49.8％である。主なものは議員

報酬 18,928 千円、議員期末手当（6 月期）4,088 千円、議員共済費

14,321 千円である。 

（イ）議会調査活動費 

執行額は 1,881 千円で、執行率は 38.1％である。主なものは議会

だより印刷費 1,271 千円、静岡県町村議会議長会負担金等 262 千円

である。 

イ 監査委員費 

執行額は 193 千円で、執行率は 17.1％である。主なものは監査委員

報酬（４月～６月分）188 千円である。 

③ 時間外勤務については 1 人当たり 4.85 時間であった。(庁内平均 14.07

時間) 

監査の結果、財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理につい

て、おおむね適正に行われている。 

 

 

 

 

 

 


